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23・8
兆
円
を〝
貯
金
〟

　

中
央
集
権
国
家
の
わ
が
国
で
は
、
国
か

ら
地
方
に
多
額
の
財
政
移
転
が
な
さ
れ
て

い
る
。
そ
の
中
に
は
、
使
途
に
制
限
が
あ

る
国
庫
支
出
金
（
い
わ
ゆ
る
補
助
金
）
と
、

制
限
が
な
い
地
方
交
付
税
な
ど
の
「
一
般

財
源
」
が
あ
る
が
、
そ
の
総
額
は
年
間
43

兆
円
（
2
0
1
8
年
度
）
に
も
上
る
。
こ

う
し
た
財
政
移
転
を
行
う
一
方
で
、
国
は

慢
性
的
に
大
幅
な
財
政
赤
字
状
態
に
陥
っ

て
い
る
。

　

こ
う
し
た
状
況
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
地

方
で
は
自
治
体
の
保
有
す
る
積
立
基
金

（
以
下
、
単
に
「
基
金
」）
が
積
み
上
が
っ

て
い
る
。
基
金
は
、
将
来
の
た
め
に
資
金

を
積
み
立
て
て
い
る
と
い
う
意
味
で
、
い

わ
ば
自
治
体
の
〝
貯
金
〟
で
あ
る
。
具
体

的
に
は
、
自
然
災
害
に
備
え
る
も
の
か
ら
、

歳
入
の
短
期
的
変
動
を
な
ら
す
も
の
、
公

共
施
設
・
庁
舎
の
整
備
や
ま
ち
づ
く
り
を

目
的
と
す
る
も
の
ま
で
幅
広
い
。
と
は
い

え
、
基
金
の
残
高
は
、
04
年
度
か
ら
17
年

度
ま
で
一
貫
し
て
増
え
続
け
、
足
元
で
は

23
・
8
兆
円
に
上
っ
て
い
る
（
図
表
1
）。

そ
の
規
模
は
、
国
か
ら
地
方
へ
の
毎
年
度

の
財
政
移
転
額
の
5
割
超
と
あ
ま
り
に
も

大
き
い
。

市
町
村
：
合
併
が
押
し
上
げ

　

わ
が
国
に
は
1
7
0
0
を
超
え
る
自
治

体
が
あ
る
。
人
口
が
少
な
く
、
財
政
力
が

乏
し
い
自
治
体
も
多
く
、
自
治
体
間
で
は

財
政
力
に
大
き
な
格
差
が
あ
る
。
そ
う
し

た
中
で
、
国
民
が
居
住
地
を
問
わ
ず
一
定

水
準
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら
れ
る
よ

う
保
障
す
る
の
が
地
方
交
付
税
制
度
で
あ

る
。
そ
の
基
本
的
な
仕
組
み
は
図
表
2
の

通
り
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
国
が
あ
ら
か

じ
め
各
自
治
体
の
財
政
ニ
ー
ズ
（「
基
準

財
政
需
要
額
」）
を
は
じ
い
た
上
で
、
自

前
の
税
収
（「
基
準
財
政
収
入
額
」）
に
よ

っ
て
財
政
ニ
ー
ズ
を
賄
い
切
れ
な
い
自
治

体
に
つ
い
て
は
、
そ
の
差
額
を
交
付
税
で

補ほ

塡て
ん

す
る
一
方
、
自
前
の
税
収
で
財
政
ニ

ー
ズ
を
カ
バ
ー
で
き
る
自
治
体
に
は
配
分

し
な
い
。

自
治
体
基
金
は
な
ぜ
積
み
上
が
る

国
と
地
方
の
財
政
制
度
、抜
本
的
見
直
し
を

日
本
総
合
研
究
所 

調
査
部　
副
主
任
研
究
員

立
岡
健
二
郎

解 説

　
10
月
か
ら
消
費
税
率
が
8
％
か
ら
10
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
軽
減
税
率
分
を
除
く
と
、
年
度
当
た
り
4
・
6
兆
円
の

税
収
増
が
見
込
ま
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
依
然
と
し
て
わ
が
国
の
財
政
健
全
化
の
道
筋
は
見
通
せ
ず
、
政
府
が
目
標
と
す

る
2
0
2
5
年
度
の
基
礎
的
財
政
収
支
の
黒
字
化
す
ら
実
現
が
危
ぶ
ま
れ
て
い
る
。
国
・
地
方
で
見
る
と
、
と
り
わ
け
国

の
財
政
事
情
の
方
が
深
刻
で
あ
る
。
国
は
地
方
を
財
政
的
に
支
援
し
て
い
る
一
方
で
、
借
金
を
膨
ら
ま
せ
て
い
る
。
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
地
方
で
は
自
治
体
の
貯
金
と
も
言
え
る
基
金
が
積
み
上
が
り
、
そ
の
増
加
額
は
こ
こ
10
年
間
で
9
・
8
兆

円
に
も
及
ぶ
。

　
こ
れ
は
な
ぜ
か
。
そ
の
要
因
を
都
道
府
県
、
市
町
村
ご
と
に
掘
り
下
げ
、
国
と
地
方
の
財
政
制
度
や
そ
の
運
営
の
在
り

方
を
い
か
に
見
直
す
べ
き
か
を
考
え
た
い
。

た
つ
お
か
・
け
ん
じ
ろ
う　
07
年
東

大
卒
。同
年
日
本
総
合
研
究
所
入
社
。

内
外
経
済
に
関
す
る
調
査
研
究
や
政

策
提
言
に
従
事
。税
制
な
ど
が
専
門
。
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地
方
交
付
税
の
総
額
そ
の
も
の
は
、
国

の
予
算
編
成
プ
ロ
セ
ス
の
中
で
決
ま
り
、

そ
れ
が
個
々
の
自
治
体
に
配
分
さ
れ
る
。

従
っ
て
、
財
政
ニ
ー
ズ
と
し
て
の
基
準
財

政
需
要
額
は
、
あ
く
ま
で
地
方
交
付
税
の

総
額
を
自
治
体
間
で
よ
り
〝
公
平
〟
か
つ

〝
客
観
的
〟
に
配
分
す
る
た
め
の
基
準
に

す
ぎ
ず
、
必
ず
し
も
各
自
治
体
が
行
政
経

費
と
し
て
支
出
し
て
い
る
金
額
の
実
態
に

即
し
た
も
の
で
な
い
。

　

で
は
、
1
7
0
0
を
超
え
る
自
治
体
の

中
で
、
23
・
8
兆
円
に
も
達
す
る
基
金
が

ど
の
よ
う
に
積
み
上
が
っ
て
い
る
の
か
。

総
務
省
が
17
年
11
月
に
公
表
し
た
「
地
方

公
共
団
体
の
基
金
の
積
立
状
況
等
に
関
す

る
調
査
結
果
」
か
ら
見
て
み
よ
う
（
図
表

3
）。

　

ま
ず
、
市
町
村
に
つ
い
て
は
、
06
年
度

末
か
ら
16
年
度
末
ま
で
の
10
年
間
の
基
金

の
積
み
上
が
り
額
は
4
・
2
兆
円
に
上
り
、

そ
の
う
ち
1
・
7
兆
円
を
「
合
併
特
例
措

置
に
関
す
る
も
の
」
と
い
う
要
因
が
占
め

て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。「
合
併
特
例
措

置
」
と
は
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
1
9
9
0

年
代
後
半
以
降
、
政
府
が
財
政
運
営
の
効

率
化
な
ど
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
市
町
村
合
併

を
強
力
に
推
進
し
た
際
に
導
入
・
拡
充
さ

れ
た
も
の
で
、
そ
の
メ
ニ
ュ
ー
の
目
玉
が

「
合
併
算
定
替
」
で
あ
る
。

　

市
町
村
の
基
準
財
政
需
要
額
を
は
じ
く

上
で
は
、
通
常
、
合
併
し
て
規
模
が
大
き

く
な
る
ほ
ど
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
よ
り
少

な
い
経
費
で
効
率
的
に
提
供
で
き
る
よ
う

に
な
る
と
想
定
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
こ
そ

が
政
府
が
合
併
を
推
進
し
た
大
き
な
理
由

で
も
あ
る
。
で
あ
れ
ば
、
新
市
町
村
が
受

け
取
る
地
方
交
付
税
額
は
、
旧
市
町
村
が

受
け
取
っ
て
い
た
交
付
税
の
合
算
額
よ
り

も
減
る
の
が
当
然
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

し
か
し
、
そ
れ
が
市
町
村
が
合
併
に
二
の

足
を
踏
む
要
因
と
考
え
ら
れ
た
た
め
、
国

は
当
面
の
間
、
合
併
前
の
地
方
交
付
税
の

合
算
額
を
交
付
す
る
こ
と
を
保
障
す
る
こ

と
に
し
た
。
そ
れ
が
「
合
併
算
定
替
」
で

あ
る
。

　

2
0
0
0
年
代
前
半
の
小
泉
純
一
郎
政

権
時
代
、
政
府
は
い
わ
ゆ
る
〝
三
位
一
体

改
革
〟
と
し
て
地
方
へ
の
権
限
お
よ
び
税

源
の
移
譲
を
進
め
、
そ
の
一
環
と
し
て
地

方
交
付
税
の
総
額
を
抑
制
し
た
。
そ
う
し

た
中
、
合
併
算
定
替
に
つ
い
て
は
、
合
併

前
の
地
方
交
付
額
を
保
障
す
る
期
間
が
5

年
か
ら
10
年
に
延
長
さ
れ
て
い
た
こ
と
も

あ
り
、
多
く
の
自
治
体
は
、
何
と
か
地
方

交
付
税
抑
制
の
影
響
を
最
小
限
に
と
ど
め

よ
う
と
合
併
に
よ
っ
て
生
き
残
る
道
を
選

択
し
た
。
結
果
と
し
て
、
04
、
05
年
度

に
は
1
8
0
0
以
上
の
市
町
村
が
合
併

し
、
市
町
村
の
数
は
1
9
9
9
年
度
末

の
3
2
2
9
か
ら
2
0
0
5
年
度
末
の

1
8
2
1
に
大
幅
に
減
少
し
た
。

　

合
併
自
治
体
が
受
け
取
っ
た
地
方
交

付
税
に
占
め
る
合
併
算
定
替
に
よ
る
増

加
分
の
割
合
は
約
15
％
に
も
達
し
、
金

額
ベ
ー
ス
で
は
07
年
度
か
ら
16
年
度
ま

で
の
累
計
で
8
・
3
兆
円
に
も
及
ぶ
と

試
算
さ
れ
る
。
実
際
、
合
併
算
定
替
に

よ
る
交
付
税
増
加
額
と
基
金
増
減
額
と

の
間
に
は
、
正
比
例
の
関
係
性
を
見
い

だ
す
こ
と
が
で
き
る
。
合
併
市
町
村
に

関
し
て
は
、
こ
の
合
併
算
定
替
を
中
心

と
す
る
合
併
特
例
措
置
が
、
結
果
と
し

て
基
金
の
積
み
上
が
り
を
招
い
た
と
考

え
ら
れ
る
。

歳
出
特
別
枠
も
押
し
上
げ

　

で
は
、
合
併
を
選
択
し
な
か
っ
た
市
町

村
の
基
金
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。
前
述
の

総
務
省
の
調
査
結
果
（
図
表
3
）
に
お
い

て
は
、
合
併
特
例
措
置
以
外
の
要
因
で
も

市
町
村
の
基
金
は
増
加
し
て
い
る
。
そ
の

大
部
分
は
「
そ
の
他
将
来
へ
の
備
え
」
と

い
う
理
由
が
占
め
て
い
る
が
、
そ
の
内
容

は
判
然
と
し
な
い
。
そ
こ
で
、
非
合
併
市

町
村
を
対
象
に
、
基
金
と
基
準
財
政
需
要

（注） 復旧・復興事業分、全国防災事業分、事務組合分を含む。
（出所）総務省「地方財政状況調査」を基に日本総合研究所作成

〈図表1〉基金残高の推移
25
（兆円）

（年度末）
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（注1）普通交付税に関するもの。交付・不交付団体数は2018年度の数値。
（注2）税収見込額の25％が基準財政収入額に算入されないのは、自治体の

歳入改革努力を損なわせないためとされる。
（出所）日本総合研究所作成

〈図表2〉地方交付税の配分の仕組み（概念図）
交付団体

（1687団体）

基準財政
需要額

財源不足

財源超過

交付税は
配分されず

交付税で補塡
基準財政
需要額

不交付団体
（東京都および 77市町村）

税
収
見
込
額

税
収
見
込
額基

準
財
政
収
入
額

（
75
％
）

留
保
分

（
25
％
）

留
保
分

（
25
％
）

基
準
財
政
収
入
額

（
75
％
）
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額
や
地
方
交
付
税
額
と
の
関
係
性
に
つ
い

て
分
析
し
た
。
そ
の
際
、
市
町
村
に
よ
っ

て
人
口
や
基
準
財
政
需
要
額
な
ど
の
バ
ラ

つ
き
が
大
き
い
た
め
、
非
合
併
市
町
村
を

人
口
規
模
別
に
グ
ル
ー
プ
分
け
し
、
住
民

1
人
当
た
り
の
デ
ー
タ
で
分
析
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
紙
幅
の
都
合
上
、
人
口
規

模
の
最
も
小
さ
い
、
人
口
5
0
0
0
人
未

満
の
グ
ル
ー
プ
に
絞
っ
て
グ
ラ
フ
を
示
し

た
（
図
表
4
）。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
基
金

積
立
額
、
基
準
財
政
需
要
額
の
い
ず
れ
も
、

2
0
0
0
年
か
ら
05
年
ご
ろ
に
か
け
て
緩

や
か
な
減
少
傾
向
を
た
ど
り
、
08
年
ご
ろ

か
ら
一
転
し
て
水
準
が
切
り
上
が
っ
て
お

り
、
基
金
積
立
額
と
基
準
財
政
需
要
額
の

動
き
が
ほ
ぼ
連
動
し
て
い
る
こ
と
が
分
か

る
。
さ
ら
に
、
08
年
ご
ろ
か
ら
基
準
財
政

需
要
額
が
増
え
た
要
因
に
つ
い
て
は
、
主

に
「
歳
出
特
別
枠
」
と
い
う
地
方
交
付
税

制
度
の
運
用
上
の
臨
時
的
措
置
に
よ
る
と

こ
ろ
が
大
き
い
こ
と
が
分
か
る
。

　

他
の
人
口
規
模
グ
ル
ー
プ
に
つ
い
て
の

分
析
で
も
、
総
じ
て
同
様
の
結
果
が
得
ら

れ
る
。
さ
ら
に
、
グ
ル
ー
プ
間
を
比
較
す

る
と
、
人
口
規
模
の
小
さ
い
グ
ル
ー
プ
ほ

ど
、
基
金
積
立
額
と
基
準
財
政
需
要
額
と

の
連
動
性
が
強
く
、
ま
た
、
基
準
財
政
需

要
額
に
占
め
る
「
歳
出
特
別
枠
」
の
割
合

も
高
い
こ
と
が
分
か
る
。

　
「
歳
出
特
別
枠
」
と
は
、
08

年
度
に
「
地
方
再
生
対
策
費
」

と
い
う
名
称
で
、「（
地
方
の
）

活
性
化
施
策
に
必
要
な
経
費
」

と
い
う
名
目
で
初
め
て
導
入
さ

れ
た
も
の
で
、
自
治
体
の
財
政

ニ
ー
ズ
（
基
準
財
政
需
要
額
）

を
算
出
す
る
ル
ー
ル
と
は
別
の

次
元
で
、
政
治
的
・
政
策
的
な

判
断
に
よ
っ
て
〝
臨
時
的
〟
な

加
算
を
行
う
措
置
で
あ
る
。
そ

の
後
、
リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク

の
発
生
を
受
け
、
そ
の
た
め
の

景
気
・
雇
用
対
策
を
発
動
す
る

手
段
に
事
実
上
変
質
し
た
。
金
融
危
機
か

ら
既
に
10
年
以
上
が
経
過
し
た
現
在
も
な

お
、
地
方
創
生
と
い
う
〝
錦
の
御
旗
〟
の

下
に
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業

費
」
が
措
置
さ
れ
て
い
る
（
図
表
5
）。

歳
出
特
別
枠
の
規
模
は
15
年
度
に
最
大
で

1
・
8
兆
円
、
08
年
度
か
ら
17
年
度
ま
で

の
累
計
で
は
14
兆
円
を
超
え
て
い
る
。

　

歳
出
特
別
枠
は
、
臨
時
的
措
置
と
い
う

建
前
の
下
、
名
称
や
名
目
こ
そ
変
更
さ
れ

て
い
る
も
の
の
、
そ
の
実
質
的
内
容
は
変

わ
っ
て
い
な
い
。
い
ず
れ
の
歳
出
特
別
枠

も
、
人
口
が
少
な
く
財
政
力
に
乏
し
い
市

町
村
に
手
厚
い
算
定
ル
ー
ル
が
採
用
さ
れ

て
お
り
、
結
果
と
し
て
、
そ
う
し
た
市
町

村
に
交
付

す
る
地
方

交
付
税
を

相
対
的
に

よ
り
多
く

増
額
さ
せ

る
と
い
う

点
で
共
通

し
て
い
る
。

そ
の
実
態

は
小
規
模

市
町
村
に

対
す
る
財

政
支
援
と

言
え
よ
う
。

　

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
る
と
、
市
町
村
に
つ

い
て
は
、
合
併
特
例
措
置
に
加
え
、
小
規

模
な
市
町
村
を
中
心
に
、
歳
出
特
別
枠
に

よ
っ
て
増
額
さ
れ
た
地
方
交
付
税
が
、
実

際
に
は
使
い
切
ら
れ
る
こ
と
な
く
、
基
金

の
積
み
上
が
り
に
寄
与
し
た
と
考
え
ら
れ

よ
う
。

東
京
都
：
税
収
拡
大
で
積
み
上
げ

　

さ
ら
に
、
都
道
府
県
の
基
金
の
状
況
に

つ
い
て
見
て
み
よ
う
。
前
述
の
総
務
省
の

調
査
結
果
（
図
表
3
）
を
見
る
と
、
都
道

府
県
に
つ
い
て
も
、
16
年
度
ま
で
の
10
年

間
の
基
金
積
み
上
が
り
の
要
因
の
大
半
が

（注1）東京都は特別区を含む。市町村は一部事務組合等を含む。
（注2）財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金の合計。
（注3）原資料には、上記三つの要因以外に「地方債償還への備え」も

記載されているが、金額が小さいため割愛。
（出所）総務省「地方公共団体の基金の積立状況等に関する調査結

果のポイント及び分析」（2017年11月）を基に日本総合研究
所作成

〈図表3〉総務省調査にみる基金積み上がりの要因
4.5
（兆円）

4.0

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
市町村 都道府県

東京都

【2006 年度末から 16 年度末までの増減額】

国の施策に基づくもの

その他将来への備え

合併特例措置に関するもの

（注1）特定被災市町村等、不交付団体は除く。
（注2）積立基金は復旧・復興事業分、全国防災事業分は含み、事

務組合分は除く。また、積立額は予算による積立額と剰
余金処分による積立額の合計。

（注3）地方交付税額は、正確には普通交付税額。
（注4）基準財政需要額、普通交付税額のいずれも臨時財政対策

債発行可能額を含む。
（出所）総務省「地方財政状況調査」、総務省ＨＰ「基準財政需要

額及び基準財政収入額の内訳」非公表年度分含む）を基
に日本総合研究所作成

〈図表4〉基金積立額、および、基準財政需要額等
の推移
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「
そ
の
他
将
来
へ
の
備
え
」と
な
っ
て
い
る
。

「
国
の
施
策
に
基
づ
く
も
の
」
も
、
都
道

府
県
全
体
で
0
・
5
兆
円
あ
る
が
、
こ
れ

は
国
か
ら
基
金
を
活
用
し
た
事
業
を
実
施

す
る
よ
う
委
任
さ
れ
、
そ
の
財
源
と
し
て

交
付
さ
れ
た
国
庫
支
出
金
が
基
金
と
し
て

積
み
上
が
っ
た
も
の
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
注
目
さ
れ
る
の
は
、
基
金
積
み

上
が
り
分
の
内
訳
が
、
47
都
道
府
県
の
中

で
東
京
都
に
極
端
に
集
中
し
て
い
る
と
い

う
事
実
で
あ
る
。
都
道
府
県
の
積
み
上
が

り
の
3
・
8
兆
円
の
う
ち
2
・
5
兆
円
、

実
に
7
割
弱
を
東
京
都
の
増
加
分
が
占
め

て
い
る
。
基
金
の
残
高
ベ
ー
ス
（
17
年
度

末
）
で
見
て
も
、
都
道
府
県
の
1
位
は
東

京
都
で
2
・
8
兆
円
、
こ
れ
に
対
し
て
2

位
の
大
阪
府
で
す
ら
基
金
残
高
は
0
・
3

兆
円
に
と
ど
ま
り
、
東
京
都
の
間
で
8
倍

超
も
の
格
差
が
あ
る
。
こ
こ
に
、
わ
が
国

の
地
方
財
政
制
度
の
ゆ
が
み
が
典
型
的
に

表
れ
て
い
る
と
言
っ
て
よ
い
だ
ろ
う
。

　

地
方
交
付
税
制
度
の
運
営
上
、
東
京
都

は
現
在
、
47
都
道
府
県
の
中
で
唯
一
の
地

方
交
付
税
の
不
交
付
団
体
と
な
っ
て
い
る
。

政
治
、
経
済
の
中
心
で
あ
る
東
京
に
は
、

大
企
業
の
本
社
が
集
積
し
て
お
り
、
景
気

回
復
に
伴
い
、
法
人
税
収
が
伸
長
し
や
す

い
。
故
に
東
京
都
が
得
る
自
前
の
税
収
は
、

国
が
は
じ
き
だ
す
「
基
準
財
政
需
要
額
」

を
大
き
く
上
回
っ
て
い
る
状
態
に
あ
り
、

国
か
ら
地
方
交
付
税
が
交
付
さ
れ
る
こ
と

は
な
い
（
図
表
2
）。

　

そ
こ
で
、
実
際
に
東
京
都
の
独
自
の
税

収
で
あ
る
地
方
税
な
ど
の
推
移
と
、
東
京

都
の
基
金
残
高
の
増
減
額
を
比
較
し
て
み

る
と
（
図
表
6
）、
両
者
が
ほ
ぼ
パ
ラ
レ

ル
に
動
い
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
わ
が

国
全
体
の
財
政
事
情
が
こ
れ
ほ
ど
厳
し
い

中
、
唯
一
東
京
都
だ
け
に
使
い
切
れ
な
い

ほ
ど
の
税
収
が
集
中
し
、
基
金
が
積
み
上

が
る
と
い
う
結
果
に
つ
な
が
っ
て
い
る
、

と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
だ
ろ
う
。

改
革
へ
3
つ
の
提
言

　

こ
れ
ま
で
の
分
析
か
ら
、「
合
併
算
定

替
」
や
「
歳
出
特
別
枠
」
と
い
っ
た
、
こ

れ
ま
で
の
地
方
交
付
税
制
度
の
運
営
上
の

問
題
点
の
み
な
ら
ず
、
国
と
地
方
の
財
政

制
度
全
体
の
設
計
上
、
税
収
の
東
京
都
へ

の
一
極
集
中
に
見
ら
れ
る
よ
う
な
大
き
な

ゆ
が
み
が
あ
り
、
そ
れ
が
自
治
体
の
基
金

の
積
み
上
が
り
と
い
う
結
果
と
な
っ
て
表

れ
て
い
る
こ
と
が
理
解
で
き
よ
う
。
わ
が

国
全
体
の
財
政
事
情
が
極
め
て
厳
し
い
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
れ
で
は
財
政
再
建
が

な
か
な
か
進
ま
な
い
の
は
当
然
で
も
あ
る
。

こ
う
し
た
ゆ
が
み
を
正
し
、
わ
が
国
全
体

と
し
て
の
財
政
再
建
を
着
実
に
進
展
さ
せ

る
た
め
に
は
、
以
下
の
よ
う
な
国
と
地
方

の
財
政
制
度
や
運
営
の
改
革
を
行
う
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。

　

第
一
に
、
地
方
交
付
税
制
度
の
運

営
に
お
け
る
歳
出
特
別
枠
の
抜
本
的

見
直
し
で
あ
る
。
歳
出
特
別
枠
は
そ

の
実
、
人
口
規
模
が
小
さ
く
財
政
力

の
乏
し
い
自
治
体
へ
の
財
政
支
援
で

あ
り
、
し
か
も
実
質
的
に
10
年
以
上

も
存
続
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
が
必
ず

し
も
本
来
の
趣
旨
に
沿
っ
て
活
用
し

切
れ
な
い
ま
ま
、
人
口
規
模
の
小
さ

い
市
町
村
を
中
心
に
基
金
の
増
加
を

招
い
て
い
る
。
歳
出
特
別
枠
は
、
地

方
交
付
税
制
度
に
お
い
て
、
い
わ
ば

「
簡
素
性
」
を
犠
牲
に
し
て
ま
で
も

追
求
さ
れ
て
き
た
基
準
財
政
需
要
額
の
算

定
に
お
け
る
自
治
体
間
の
「
公
平
性
」
を

毀き
そ
ん損

す
る
も
の
と
さ
え
言
え
る
。
現
行
の

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」

は
原
則
と
し
て
撤
廃
す
べ
き
で
あ
る
。

　

第
二
に
、
税
制
の
抜
本
的
改
革
に
早
急

に
着
手
す
べ
き
で
あ
る
。
東
京
都
の
基
金

は
、
税
収
拡
大
を
背
景
に
こ
こ
10
年
余
り

で
約
2
兆
円
増
加
し
て
い
る
。
現
状
の
ま

ま
放
置
す
れ
ば
、
今
後
、
東
京
都
と
そ
れ

以
外
の
道
府
県
の
間
で
基
金
と
い
う
い
わ

ば
〝
資
産
〟
の
格
差
、
財
政
力
の
格
差
が

一
段
と
拡
大
し
か
ね
な
い
。
税
源
偏
在
の

主
因
は
法
人
課
税
に
あ
る
。
そ
も
そ
も
、

企
業
が
立
地
先
を
よ
り
柔
軟
に
選
択
で
き

る
時
代
に
な
り
、
法
人
課
税
は
地
方
の
財

（出所）総務省「地方財政計画の概要」「普通交付税の算定
結果」（各年度版）などを基に日本総合研究所作成

〈図表5〉歳出特別枠とその規模
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地域雇用創出推進費
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地域経済基盤強化・雇用等対策費
地域活性化・雇用等臨時特例費

地方再生対策費

（注1）復旧・復興事業分、全国防災事業分含む。
（注2）地方税等には地方譲与税を含む。
（出所）総務省「地方財政状況調査」を基に日本総合研究

所作成

〈図表6〉東京都における基金増減額と地方
税等の推移
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源
と
し
て
な
じ
ま
な
く
な
っ
て
い
る
。
そ

う
し
た
点
も
踏
ま
え
、
国
・
地
方
に
お
け

る
税
源
の
在
り
方
を
抜
本
的
に
見
直
す
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

最
後
に
、
財
政
健
全
化
に
向
け
、
地
方

に
お
い
て
も
歳
出
に
係
る
実
効
性
の
高
い

ル
ー
ル
を
設
定
す
べ
き
で
あ
る
。
11
年
度

以
降
、
地
方
に
つ
い
て
は
、
地
方
税
・
地

方
交
付
税
な
ど
の
一
般
財
源
の
総
額
に
つ

い
て
「
実
質
的
に
対
前
年
度
で
同
水
準
を

確
保
す
る
」
と
い
う
政
治
的
決
着
が
踏
襲

さ
れ
て
い
る
。
今
年
の
「
経
済
財
政
運
営

と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
9
（
骨
太
方

針
2
0
1
9
）」で
も
同
様
の
記
載
が
あ
り
、

来
年
度
予
算
で
も
今
年
度
と
同
水
準
の
一

般
財
源
総
額
が
確
保
さ
れ
る
見
込
み
で
あ

る
。
そ
う
し
た
帰
結
の
一
つ
と
し
て
、
地

方
全
体
と
し
て
の
基
準
財
政
需
要
額
が
高

め
に
算
定
さ
れ
、
そ
れ
が
人
口
の
少
な
い

市
町
村
の
基
金
増
加
に
つ
な
が
っ
て
い
る

可
能
性
が
あ
る
。
確
か
に
、
高
齢
化
に
伴

う
社
会
保
障
費
の
自
然
増
な
ど
、
地
方
の

効
率
化
努
力
が
及
ば
な
い
部
分
に
つ
い
て

は
、
国
に
よ
る
一
定
の
配
慮
も
必
要
だ
が
、

現
状
の
一
般
財
源
総
額
の
よ
う
な「
歳
入
」

面
で
は
な
く
、
国
庫
支
出
金
も
含
め
た
ト

ー
タ
ル
の
「
歳
出
」
額
に
一
定
の
ル
ー
ル

を
設
け
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
言
え
よ
う
。


